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研究成果の概要（和文）：　取調べ技法(リード・テクニックとピースモデル)及び取調べ内容記録媒体(映像、
音声、逐語反訳、供述調書)の2要素を組み合わせた実験刺激を用いて、それらが事実認定者の任意性・信用性判
断に及ぼす影響を検討するために必要なデータ収集を目的とする法と心理学実験を実施した。実験で得られたデ
ータを混合法を用いて分析し法学的検討を加えた結果、取調べ技法の差異は取調べ内容記録媒体の差異以上に事
実認定者の心証形成に強い影響を与えることが再確認された。これに関する法と心理学会第23回大会での報告
「取調べ技法及び記録媒体の違いによる信用性・任意性判断の特徴―量的分析と質的分析による検討―」 は大
会発表賞を受賞した。

研究成果の概要（英文）：  The purpose of this research was to analyze the effects of the interview 
techniques and the recording medium on fact-findings in the criminal justice system from 
psychological and legal perspectives. The Reid Technique and the PEACE Model were selected as the 
interrogation/interview techniques because they are representative and systematic ones globally. 
Video, audio, verbatim transcripts and statement were selected as recording medium, and they were 
combined as stimuli in this research to measure the effects/ differences of fact-finder's decision 
of voluntariness and credibility of suspect's "confession" in the mock suspect interview. 
Participants were divided randomly for the experiment, and then they examined the stimuli. 
Questionnaire survey and interviews followed. The data were analyzed quantitatively  and 
qualitatively.
  The result of the research reaffirmed that differences in interview techniques have a stronger 
impact on the fact-finder's mindset than that in the medium.

研究分野： 刑事法学

キーワード： 取調べ可視化　取調べ技法　取調べ記録媒体　裁判員裁判　量的分析　ディスコース分析　Reid Techni
que　PEACE Model

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は、取調べ技法と取調べ内容記録媒体の２要素を組み合わせ、それらが事実認定者の証拠能力評価及び
心証形成に与える影響の学際的・実証的な解明を試みるものであり、捜査研究と供述心理学研究を架橋するこう
した研究は本研究以前には存在せず、豊かな学術的独自性と創造性を有し学術的意義は極めて高いと評価でき
る。同時に本研究は、2016年刑事訴訟法改正以来、法廷での被疑者取調べDVD再生問題（実質証拠問題）解決が
喫緊の課題であるところ、実証データに基づく知見を提供する見通しを得た点で社会的意義も極めて高い。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

2016年刑事訴訟法改正により我が国で取調べ可視化が一部の刑事事件につき義務化されて以

来、取調べの内容が記録された「取調べの録音録画記録媒体」（以下、記録媒体という）は、法

が予定する任意性立証の補助証拠としての利用の範囲を超え、信用性立証の補助証拠又は罪体

立証のためのいわゆる実質証拠として検察官に証拠調べ請求されている。記録媒体のこうした

実質証拠利用につき従来表明されてきた「新たなパターンの冤罪発生要因となる」との懸念は、

いわゆる今市事件で顕在化したが、その後、同事件控訴審判決は、記録媒体が公判廷で再生され

ると「裁判体は、記録媒体の視聴によって、被告人の供述内容を認識し、同時に、その際の被告

人の供述態度等から供述の信用性を判断することになり、現実の心証形成は、記録媒体の視聴に

より直接的に行われ」てしまうと判示して、裁判体が自白の任意性判断資料として記録媒体を視

聴した場合であっても、その視聴に際しては自白の任意性判断を通り越して信用性判断まで至

る影響を受けてしまう危険性、すなわち、補助証拠が実質証拠化する危険性がある（問題の背景）

ことを承認した。 

このように記録媒体の用いられ方について大きな判断が迫られる一方、我が国では当該問題

が比較的最近議論の俎上にのぼったものであり、かつ議論の対象が人の「心のかたち」であって

物理的にその変化が検証できない等の理由から、当該問題に関する議論に必要な実証データの

蓄積は未だ十分ではなく、法学分野での議論も尽くされていない。とりわけ、法学系論文では記

録媒体が実質証拠化する危険性について、これを伝聞法則の観点から規制しようとする傾向が

支配的で、心理学的な実証的知見を踏まえたアプローチは少数に止まる。そうしたところ、上述

の今市事件控訴審判決では、伝聞証拠として記録媒体を規律するのではなく、あくまで心理的な

影響の危険性を考慮してその使用に制限をかけるべきだと判示されている。こうした経験的な

観点から行われた法学研究の蓄積はわが国では乏しい。 

他方、現在ヨーロッパ諸国で広く用いられている情報収集型の取調べ技法の導入が、従来の自

白追求型取調べ技法をしのぐ正確かつ豊富な供述獲得を可能にしたとの研究は多く公表されて

きた。心理学研究で得られた知見を基盤として法学的観点から検討することで、より客観的かつ

本質的な議論が可能となるとの理念のもと、心理学的知見及び法学的知見を用いて問題解決を

図る学際的研究−法と心理学研究−は欧米では長い歴史を有する(Lassiter & Audrey, 1986, 

Kassin, 1997, Meissner, 2010など)。しかしながら、そうした海外の研究においても、これら

２種類の取調べ技法によって実施された取調べを視聴した事実認定者の証拠能力評価及び心証

形成に与える影響と当該影響の発生要因についての研究は存在せず、国際的にも未開拓な領域

であるといえる。 

 

２．研究の目的 

 本研究は、取調べ技法及び取調べ内容記録媒体の差異が取調べで得られた供述に関する事実

認定者の証拠能力評価及び心証形成に与える影響と当該影響の発生要因を特定し、人権保障及

び事案真相解明に資する適切な取調べ技法及び公判における取調べ内容の適切な提示方法につ

いて提言することを目的とする。 

 

３．研究の方法 

本研究の具体的な研究手法は以下のとおりである。  



(１)取調べ内容記録媒体（実験刺激）の作成  架空の刑事事件を設定し、当該事件の模擬取調

べシナリオを作成し、当該シナリオをもとに取調べ内容記録媒体（実験刺激）として「映像」「音

声」「逐語反訳（一問一答形式）」「供述調書（現行の一人称独白形式）」を作成する（「映像」、

「音声」、「逐語反訳」に関しては、２種類の取調べ技法すなわち情報収集型のピース・モデル・

バージョンと自白追求型のリード・テクニック・バージョンを作成する）。取調べ内容記録媒体

中の自白部分に含まれる情報量は同一とする。（※なお、取調べ内容記録媒体作成に先立って、

文献調査及び英国取調べ訓練所現地調査を行う。また、取調べ内容記録媒体作成後に予備実験を

実施する。）  

(２)質問紙調査と量的分析の実施    実験参加者に上記(１)の取調べ内容記録媒体を視聴又は

閲覧させたのち、供述の任意性、信用性、理解度等を測る質問紙調査を実施する。実験に際して

は、各条件につきそれぞれ24名の実験参加者を無作為に割り当てる(24名×7種、合計168名)。調

査回答について量的分析を実施する。  

(３)実験参加者に対するインタビューとディスコース分析の実施 上記(２)の条件のうち「供述

調書」条件以外の全ての条件につき各6名の実験参加者を無作為抽出してインタビューし（6名

×6種、合計36名）、任意性及び信用性判断に関する説明に重点を置いた質的分析としてのディ

スコース分析を実施する。  

(４)心理学的観点からの検討  上記(２)及び(３)の混合法による分析結果を踏まえ、条件間で

判断に差異が生じるか、生じる場合にはその程度及び内容はいかなるものであるかを検討して、

事実認定者の証拠能力評価及び心証形成に与える影響と当該影響の発生要因を心理学的観点か

ら検討する。  

(５)法学的観点からの検討及び提言  上記(４)を踏まえて、法学的観点から人権保障及び事案

真相解明に資する適切な取調べ技法及び取調べ内容の適切な提示方法について提言を行う。提

言作成後、成果集約として報告書を作成する。 

 

４．研究成果 

本研究により取調べ技法の差異は取調べ内容記録媒体の差異以上に事実認定者の心証形成に

強い影響を与えていることが再確認された。これに関して法と心理学会第 23 回大会で行われた

「取調べ技法及び記録媒体の違いによる信用性・任意性判断の特徴―量的分析と質的分析によ

る検討―」と題する報告は大会発表賞を受賞した。 

捜査研究と供述心理学研究を架橋する研究は本研究以前には存在せず、豊かな学術的独自性

と創造性を有しており、その学術的意義は極めて高い。同時に本研究は 2016 年刑事訴訟法改正

以来、法廷での被疑者取調べ DVD 再生問題(実質証拠問題)解決が喫緊の課題であるところ、実証

データに基づく知見を提供する見通しを得た点で社会的意義及び重要性も極めて高いといえよ

う。 

なお、本研究は関西学院大学から学内競争的資金である個人特別研究費により研究助成を受

け、調査形態による「視点の多様性」や任意性・信用性判断枠組みが異なる可能性、また直接知

覚理論の有効性等も視野に入れた分析及び検討を継続している。 
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